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研究論文 

 

保育者の品格が保育職への自律的職務態度に及ぼす影響（3） 
−就職後 8 年未満の保育者を対象とした横断調査− 
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The influence of preschool teachers’ character strengths on self-directed work attitude 
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【要約】本研究の目的は，保育者の品格（根気・誠実，勇気・工夫，寛大・感謝，フェア・配慮）と保

育者効力感，及び自律的な職務態度の関連を検討することであった。保育職の在職期間が 8 年未満の

保育者に対する横断調査（N =411）を行なった。分析を行った結果，品格が保育職への自律的職務態

度に正の影響を及ぼすこと，及びその影響を保育者効力感が媒介することが明らかとなった。また，勇

気・工夫，寛大・感謝からは自律的職務態度に対して直接の正の影響が見られた。保育者の継続的な就

業に関して，品格が果たす役割について議論した。 

 

【キーワード】保育者，品格，保育者効力感，自律的職務態度 

 

子育て支援や長時間保育といった多様な保育ニ

ーズへの対応など，保育所・幼稚園は，就学前の

子どもの育ちを支える機関として重要な役割を果

たしている（傅馬・中西，2014）。保育者養成機関

においては，質の高い保育者の育成が望まれ，保

育士資格の国家試験導入の議論や，4 年制大学化

の動きがある（森本・林・東村，2013）。 

また保育者の資質・能力は保育者養成機関にお

いてのみ高められるものではなく，卒業後実際に

保育者として子どもたちと関わる中で高まってい

くと考えられる。しかし，保育者の早期離職の問

題が示すように，保育者としての資質・能力を高

めることなく退職する者も多い。保育士に関して

は，勤務時間内外にまたがる多忙さに加え，不規

則な休み，低い給与，キャリア発達を望めない階

級構造等の問題が指摘されている（伊藤・林・小

山，2004）。また，幼稚園教諭の早期離職は，職場

の労働条件，人間関係の問題が背景にあり，そこ

に女性のライフサイクル，中堅のキャリア変化な

どの問題が重なることが指摘されている（川俣，

2008）。楠本・池田（2012）は，卒業後 5 年間でお

よそ 5 割の幼稚園教諭が離職し，現職幼稚園教諭

の 5 割が勤続年数 5 年未満であることを「保育者

の 5 年問題」と指摘している。この他にも，保育

職を離職する理由や，職場への定着を妨げる要因

について様々な検討が行われてきている（e. g., 傅

馬・中西，2014；遠藤・竹石・鈴木・加藤，2012；

水野・徳田，2008；森本他，2013）。 

これらの研究から，保育者の早期離職に影響を

及ぼす要因について知見が蓄積されている。一方

で保育者の継続的な就業に繋がる要因に関しては

十分に検討されているとはいえない。廣川（2008）

は，離職に繋がる要因を明らかにする研究も重要

であるが，保育実践の場における人材の確保，保

育者の保育力の維持・向上に寄与するという意味

では，どのような要因が保育者として就業を継続

する意欲に影響するのかを明らかにする研究も重

要であることを指摘している。 

継続的な就業に影響する要因として，上村（2011）

は，深刻な状況において適応的な状態でいようと
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する力であるレジリエンス（ソーシャルサポート，

自己効力感，社会性）が，保育士のメンタルヘル

スと正の関連を示すことを明らかにしている。ま

た，保育者効力感に関する研究では，保育者効力

感が高いものほど離職動機が低く（田頭，2012），

ストレス反応が低い（西坂, 2002）ことが示されて

いる。他にも保育者特性（愛他性，共感性，論理

的思考性，気働き，社交性，行動力，養育力）に

関する研究（藤村, 2010）や，保育者適性（子ども

に対する親和性，自律，共感，規範，教育）に関

する研究（伊澤・永房・星, 2007）において，継続

的な就業への影響が示唆される要因が取り上げら

れている。 

井邑・安氏・岡花・阪木（2019）は，近年ポジ

ティブ心理学において注目されている品格

（character strengths）に着目し，保育の質を保証

するような保育者の積極的，自律的な就業態度を

従属変数として研究を行なっている。保育者養成

校の卒業時（Time 1）と就職後 3ヶ月（Time 2）

という 2 時点で縦断調査を行なった結果，保育者

養成校の卒業時点での品格（勇気・工夫，フェア・

配慮）が，就職後 3ヶ月後の自律的な職務態度に

影響を及ぼすことが分かった。特に，フェア・配

慮という品格に関しては，保育者効力感を媒介し

て自律的職務態度に影響を及ぼすという過程も明

らかとなった。 

本研究は，井邑他（2019）の知見を基に，対象

を広げて保育者の品格が自律的職務態度に影響を

及ぼすのかを検討する。井邑他（2019）では，保

育者養成校の卒業後 3ヶ月という就職後間もない

保育者を対象として研究を行なっている。ただし，

継続的な就業を考える場合，3 ヶ月ではその期間

が短く，少なくとも年単位で保育者として就業し

ている者を対象として検討する必要があるだろう。

本研究では，就業 8 年未満という幅広い保育者を

対象として研究を行うことで，保育者の品格が自

律的職務態度に影響を及ぼすのかを検討すること

を目的とする。 

 

方 法 

 

調査対象者 

  調査依頼は A 県の保育士協会を通して行い，

2016 年 7月に郵送による調査を行なった。郵送し

た封筒には，質問紙 3部，返信用封筒が入ってお

り，保育所内で該当する保育者に回答してもらう

ようにお願いした。今回の調査では，保育所の中

で質問紙に回答してもらう対象を選定してもらい

やすくするため，保育職に就職して 8 年未満の保

育者に回答を求めた。データを集計すると 8 年以

上の保育者も 63名いたが，継続的な就業を議論す

る上では重要な回答であると考え，分析対象に加

えた。返信のあった 432名のうち，回答に不備の

あったものを除外し，最終的に 411名が分析対象

となった（男性 18名，女性 393名，平均年齢 26.78

歳（SD = 4.64），平均在職年数 5.83 年（SD = 2.95））。 

質問紙 

（1）個人の品格を測定する尺度として，井邑・

青木・高橋・野中・山田（2013）の作成した児童

生徒用品格尺度を用いた。この尺度では，「根気・

誠実（例：他の人が見ていない時でもさぼらない）」，

「勇気・工夫（例：少々反対されても，自分が正

しいと思う考えを主張できる）」，「寛大・感謝（例：

今までの自分を振り返ると，感謝すべき事がたく

さんあることに気づく）」，「フェア・配慮（例：誰

にでも平等に接することができる）」という 4種類

の品格を測定することができる。本尺度は児童生

徒用に作成されたものであるが，井邑他（2013）

では，児童生徒用品格尺度を大学生に実施したと

ころ，児童生徒と同様の 4因子構造であることが

確認されていることから，成人に対しても利用可

能であると考えた。4種類の品格を測定する 16項

目について，「1．全く当てはまらない」から「4．

非常に当てはまる」までの 4 件法で回答を求めた。   

（2）保育者としての自信を測定するために，保

育者効力感尺度（三木・桜井, 1998）を用いた。保

育者効力感に関する 10項目について，「1．全く当

てはまらない」から「4．非常に当てはまる」まで

の 4 件法で回答を求めた。（3）保育職への自律的

な職務態度を測定するために，自発的職務改善尺
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に関する先行研究では，個人の社会的スキル（小

林・浅野, 2016），職務や職場環境に対する認識（池

田・大川，2012）が保育者効力感に影響を及ぼす

ことが示されている。本研究で得られた結果は，

これらの先行研究と同様のものであり，保育者と

して多忙な日々を送る中でも，個人の持つスキル

や強みによって保育者効力感を高く保つことがで

きる可能性があることを示唆しているといえる。 

次に保育者効力感から自律的職務態度に関して

は正の影響が見られた。これまで保育者効力感に

関する研究において，保育者効力感は離職動機を

低め（田頭，2012），ストレス反応を低くする（西

坂，2002）ことが明らかにされているが，本研究

の結果から，保育者効力感は保育職への自律的，

積極的な職務態度にも繋がることが示された。保

育の質を考えた場合には，単に仕事を続けている

というだけでなく，子どもたちのためにどのよう

なことができるのか，保育計画として個と全体を

深く考え，模索していくことが求められる。その

ような保育者が一人でも増えていくかどうかは，

保育者効力感を高め保持できるような環境が整っ

ているかにかかっている。そのような環境を構成

する際には，品格や社会的スキルといった個人の

強みを考慮する必要があるだろう。 

一方，品格（寛大・感謝）から保育者効力感を

媒介せずに直接自律的職務態度に影響を及ぼす過

程が存在することが明らかとなった。寛大・感謝

という品格は，何でもない日常に彩りを与えるも

のであり，保育に関わることできることに感謝し，

前向きに仕事に取り組むことができるのかもしれ

ない。そして寛大や感謝といった態度は，保育者

の継続的な就業につながる要因として検討されて

いるソーシャルサポート（上村，2011）とも関連

すると考えられる。たとえば，吉野・相川（2015）

は，特性感謝とソーシャルサポートの知覚が関連

することを明らかにし，“感謝の利益発見機能”に

ついて言及している。今後は，保育者効力感以外

の媒介変数も取り上げ，品格と自律的な職務態度

の関連モデルを検討していくことが求められる。 

また，単に調査を行うだけではなく，品格を高

める取り組みを保育者養成校在学生や就職したば

かりの初任者を対象として行うことによって，継

続的な就業や自律的な職務態度によい影響を及ぼ

すことができるのではないだろうか。強みの自覚

（e.g., Quinlan, Swain, & Vella-Brodrick, 2012）に関

する研究や強みに基づくアプローチ（e.g., Park & 

Peterson, 2008）など，参考になる知見が多く蓄積

されているので，その中から保育者向けのプログ

ラムを組み立てていく必要がある。 

 

〈付記〉 

 調査にご協力いただいた皆さんに深く感謝申し

上げます。なお本研究は，平成 28 年度保育士養成

協議会ブロック研究助成金の交付を受けて行われ

た。 
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